
 

 

 

「労働基準法等の届出等の電子申請利用促進」について

各団体に協力依頼をしました 

 
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、「36協定届」や「就業規則の届出」

などの届出は電子申請の活用をお願いします。 

 

 

新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた取組が求められる中、労働基準法や最低賃金

法に定められた手続きのため、多くの使用者の方々に労働基準監督署の窓口にお越しいた

だいていることから、今般、鳥取労働局では、新型コロナウイルス感染拡大防止に向け、

電子申請を利用した労働基準法等の届出（「36協定届」や「就業規則の届出」など）等を

積極的に進めていただくよう、鳥取県内の使用者団体を含む96団体に協力依頼を行いまし

た。 

鳥取県内の使用者の皆様におかれましては、引き続き、電子申請の積極的な活用をよろ

しくお願いします。 

 

 

資料１ 

団体への協力依頼文   

 

資料２ 

リーフレット   

 

資料３ 

 厚生労働省のホームページ「労働基準法等の規定に基づく届出等の電子申請について」 

 http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000184033.html 

 に、電子申請の事前準備、基本的な流れの紹介、e-Govへのリンクなどを掲載していま 

 す。 
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